
厚生労働大臣　殿
法人等名　　　
代表者名　　　　　　　　　
孤独・孤立対策のための自殺防止対策事業計画書（２次公募分）の
提出について
　標記について、孤独・孤立対策のための自殺防止対策事業（２次公募分）を実施したいので次のとおり事業計画書を提出する。
　１　計画所要額　　　　　金　                 円
２　団体概要（様式２）
３　事業計画（様式３）

４　所要額内訳書（様式４）
５　事業実施スケジュール表（様式５）
　６　事業実施確認事項書（様式６）
※ＳＮＳ相談事業応募団体のみ

７　過去の事業成果（様式７）
※令和６年度までに自殺防止対策事業（新型コロナウイルス感染症に対応した自殺防止対策事業及び孤独・孤立対策のための自殺防止対策事業を含む）を実施したことがある事業のみ
８　その他

厚生労働大臣　殿
法人等名　　　〇〇〇〇
代表者名　　　　〇〇〇〇　
孤独・孤立対策のための自殺防止対策事業計画書（２次公募分）の
提出について
　標記について、孤独・孤立対策のための自殺防止対策事業（２次公募分）を実施したいので次のとおり事業計画書を提出する。
　１　計画所要額　　　　　金　○，○○○，○○○  円
２　団体概要（様式２）

３　事業計画（様式３）

４　所要額内訳書（様式４）

５　事業実施スケジュール表（様式５）
　６　事業実施確認事項書（様式６）
※ＳＮＳ相談事業応募団体のみ
７　過去の事業成果（様式７）
※令和６年度までに自殺防止対策事業（新型コロナウイルス感染症に対応した自殺防止対策事業及び孤独・孤立対策のための自殺防止対策事業を含む）を実施したことがある事業のみ
　８　その他

団　体　概　要
	団体名
（法人の種類）
	
	代表者名
	

	
	
	担当者
	氏名

ＴＥＬ

Ｅ－mail


	住所
	〒　　　－
	
	

	代表電話番号
	
	
	

	法人設立年月日

〔任意団体設立〕
	昭和・平成・令和　　年　　月　　日

〔昭和・平成・令和　　年　　月　　日〕


	概要
	

	活動内容
・
実　績


	


（「団体概要」記入上の留意事項）

（１）「団体名」「代表者名」

　　　・　貴団体の名称、法人の種類及び代表者名を記入してください。任意団体の場合は法人の種類は記入しないでください。

（２）「担当者」

・　事業担当者の氏名、電話番号、Ｅ－ｍａｉｌアドレスを記入してください。
（３）「住所」「代表電話番号」

　　　・　貴団体の住所、代表電話番号を記入してください。
（４）「法人設立年月日及び任意団体設立の設立年月日」

　　　・　任意団体の場合は、下段の〔　〕内にその設立年月日を記入してください。

　　　　また、法人を設立する前に、前身団体に任意団体としての活動実績がある法人は、法人設立年月日とあわせて、任意団体の設立年月日を〔　〕に記入してください。
（５）「概要」
・　貴団体の概要について記入してください。
（６）「活動内容・実績」

　　　・　貴団体が取り組んでいる自殺防止対策に関する活動について、直近5年間の活動内容や実績を具体的に記入してください。

事　業　計　画
	団体名
	代　表　者　名

	
	


	①　申請課題
	

	②　事業名
	

	③　事業実施目的
	

	④　事業内容

	

	⑤　準備状況及び
実施体制


	

	⑥ 電話相談、メール相談、対面相談等への移行の体制
	※ＳＮＳ相談事業応募団体のみ記入。

	⑦ 他機関との連携等つなぎ支援の内容
	※ＳＮＳ相談事業応募団体のみ記入。

	⑧　事業を実施することにより期待される効果、効果測定方法、指標及び目標

	

	⑨　実施事業の変更点及び改善点

※前年度実施団体は記入すること。
	

	⑩　提出予定の
成果物
	


（「事業計画」記入上の留意事項）
（１）　①「申請課題」については、以下の公募課題から実施を希望する課題を選択してください。
　　　（公募課題）

　　　　・孤独・孤立対策のための自殺防止対策事業（全国的な電話・ＳＮＳ相談強化事業）
（２）　②「事業名」については、具体的な事業名を記入すること
（３）　③「事業実施目的」については、実施する事業の目的を具体的かつ簡潔に記入すること。

（４）　④「事業内容」については、実施する事業の具体的な計画や方法等を詳細に記入すること。
（５）　⑤「準備状況及び実施体制」については、事業実施に向けた準備状況や、職員・ボランティア数、活動体制など事業を実施できる基盤について記入すること。
ＳＮＳ相談の場合は、配置する相談員（ＳＶ○人、相談員○人）、相談媒体、相談日、相談時間、研修内容等について記載すること。

（６）　⑥「電話相談、メール相談、対面相談等への移行の体制」については、必要に応じて電話相談、メール相談、対面相談等に移行できる場合は、その種類及び連携、移行方法について具体的に記入すること。
　　　 ※ＳＮＳ相談事業応募団体のみ記入。

（７）　⑦「他機関との連携などつなぎ支援の内容」については、相談者の課題解決のために他機関につなぐこと（一時保護の実施も含む）が必要な場合に、どのような支援機関にどのような方法でつなぐのかを具体的に記載すること（支援機関との現在の連携状況についても記載すること）。
　　　　※ＳＮＳ相談事業応募団体のみ記入。
（８）　⑧「事業を実施することにより期待される効果、効果測定の方法、指
標及び目標」については、自殺防止対策にどのような貢献ができるか、期待される効果及び効果測定の方法、指標及び目標について可能な範囲で定量的に記入すること。
（９）　⑨｢実施事業の変更点及び改善点｣については、前年度と比較して変更した部分及び改善した部分を明確に記入すること。
（10）　⑩「提出予定の成果物」については、事業実績報告書提出時に提出を予定している活動に関する成果物があれば記入すること。
（11）　本事業を遂行するに当たって、相手方の同意・協力を必要とする場合
や、個人情報の取扱いの配慮を必要とする手続が含まれている場合には、
講じる対策と措置について、任意様式にて、１頁以内で記述することと
し、該当しない場合には、その旨記述すること。

 
所要額内訳書
	団体名

	 

	事業内容

	 


	経費区分
	対象経費の
所要見込額
	積　　　　算　　　　内　　　　訳

	
	円　

　


	

	合　　　計
	円
	



所要額内訳書
	団体名

	 　　　　○○○○○○○○○

	事業内容

	 　　　　○○○○○○○○○





	経費区分
	対象経費の
所要見込額
	積　　　　算　　　　内　　　　訳

	諸謝金

旅費

消耗品費

印刷製本費

雑役務費

通信運搬費

借料及び損料

	円　

***,***　

***,***　

*,***,***　

　　

***,***　

***,***　

***,***　

***,***　


	○○謝金　　 8,300円×３人×１回＝24,900円

○○謝金　   2,500円×15人＝37,500円

旅費　 　　　Ａ市－Ｂ町　1,000円×２回×２人＝4,000円

アンケート用紙送付用封筒購入費　20円×500枚×1.1＝11,000円

コピー用紙（Ａ４　500枚入り）　 500円

○○印刷費　　15円×６頁×1800部×1.1＝178,200円

○○印刷費　　200円×200冊×1.1＝44,000円

広告費（ポスター掲示料）　10,000（1ヶ月）×12ヶ月＝120,000　　　　　　　　　　　　　

調査票郵送費　270円×700か所＝189,000円

○○会場借上代　　 200,000円×１日×1.1＝220,000円

分科会会場借上代　　30,000円×４部屋×５回×1.1＝660,000円

	合　　　計
	*,***,***円
	


※計算誤りの無いよう、必ず検算を行ってください。
※備品費、委託費を計上する場合は、理由書を添付してください（様式任意）。
※賃金の単価等については、各法人で定める雇用契約書・辞令・俸給表などに従ったものとしてください。
※諸謝金の単価等については、各法人で定める謝金単価表などに従ったものとしてください。
事業実施スケジュール表
	実施時期・期間
	実施内容

	
	



事業実施スケジュール表
	実施時期・期間
	実施内容

	通年
令和７年

　10月

　11月
	○○活動
○○相談会
ボランティアスタッフ研修会



 

事業実施確認事項書
　当該事業（ＳＮＳ相談事業）に応募するにあたり、採択された場合は、下記の事項を行うことを確認しました。
記
１　別途指示するところにより相談件数や事例を報告すること。
２　「ＳＮＳ相談事業ガイドライン」（以下「ガイドライン」という。）に従った事前研修を実施するとともに、研修内容やガイドラインの内容について、改善のためのフィードバックを指定された時期に行うこと。
３　相談者の抱える課題解決のために必要な支援機関につなぐこと。
４　生活困窮の相談窓口等とのつなぎ支援を実践すること。

５　他のＳＮＳ相談事業の実施団体と連携を図ること。
６　関連する連絡会議に出席すること。
７　原則として、相談の対象者を限定しないこと。
法人等名及び代表者名　 〇〇〇〇  
（「様式６ 事業実施確認事項書」記入について）
※ＳＮＳ相談事業の実施を希望する団体のみ記載してください。

・　当該事業を実施する上での必須事項となりますので、内容をご確認の上、貴法人の名称及び代表者名の記入してください。

過去の事業成果
※以下の項目を中心に、具体的かつ詳細に記述してください。

○事業実施年度
○実施内容、対象者（人数、件数、回数等も記載）
○事業実施によって得られた効果
様式１





記載例や使用しない様式は、提出にあたり削除


すること。（以下、同じ）





様式１（記載例）





様式２





様式３





様式４





様式４（記載例）





経費区分は対象経費


記載のものに限ります。





事業ごとに記入してください





様式５





様式５（記載例）





様式６





様式７








